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　1884年3月21日の法律によって公式に誕生を許されたフランスの農業サンディカリスムを
以後主導することになる「フランス農業人協会」（Soci6t6　des　Agriculteurs　de　France）は、
1886年に「フランス農業人サンディカ中央連合」（Union　Centrale　des　Syndicats　des
Agriculteurs　de　France）を創設して、フランス全土に傘下の各種組合組織を結成していっ
た（1）。だが同協会は、半世紀近い活動の後、1929年の経済恐慌の余波を受け、自身のコントロー
ル下にあった「農業信用中央金庫」（Caisse　Centrale　de　Cr6dit　Agricole）が1931年に崩壊
したのを契機に、その影響力が低下する（2）。そのことを象徴的に示すように、「フランス農業
人サンディカ中央連合」は1934年に「農業サンディカ全国連合」（Union　Nationale　des
Syndicats　agricoles）へと名称を変更し、「アテネ通り」（パリ、「フランス農業人協会」の所
在地）から「ピラミッド通り」（パリ）へ本部を移転した。イヴ・タヴェルニエによれば、こ
のときから、農業サンディカリスムの主導権が旧来の「田舎紳士」（hobereaux）と大地主の
手を離れ、その多くがカトリックの農学校で専門の農業技術教育を受けた経営者の手に移っ
たという（3）。
　「農業サンディカ全国連合」の機関誌『農民の職能的サンディカ』（〈Syndicats　Corporatifs
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Paysans＞）の誌上で執筆活動を展開したのがルイ・サルロン（Louis　Salleron）である。後
にヴィシー時代に活躍する彼の略歴は、国立文書館所蔵の1941年の農業省史料によれば（4）、次
のようになっている。1905年セーヴル生れ。法学博士でかつ文学士。ソルボンヌの高等教育
修了証取得。1928年以来農業サンディカリスム運動に身を投じ、農民の職能組織の設立をめ
ざして行動してきた。法学博士論文は、『農…業のための一つの職能組織体制』（Un　r6gime
corporatif　pour　1’agriculture）の表題で1937年に公刊された。
　本稿では、1930年代の農業職能組織論をいわば集大成した形で展開しているルイ・サルロ
ンのこの著書を紹介しながら、農業ないし、農民の職能組織主義（corporatisme）の特徴を
明らかにしたい。
　全体で7章から成るこの著作は前半の4章と後半の3章に大別できる。前半（第1章一第
IV章）においては、農業問題を解決する方法として、なぜ農業の職能組織化（organisation
corporative）が最善の方法であるかを論じている。後半（第V章一第Vll章）においては、未
来の職能組織を具体的にイメージするために実例を分析しながら、フランス農業の職能組織
化の現実的可能性を説いている。
1　農業問題とその解決法
　サルロンは第一に、農業がフランスの法律の中でどのように位置づけられているかを検討
している。
　彼が象徴的に明らかにしていることは、ナポレオン法典（5）の中に職業（profession）として
の農業のための場所が用意されていないことである。農業は商工業を限定するに際して否定
的に言及されているのみである。商法典第632条によれば、農産物や製品を再び売るために買
うことが商業行為であり、第638条によれば、土地所有者が自らつくり出したものを売るのは
商業行為ではない（6）。19世紀の判例や、さらに税法上の扱いは、農民が外部から買い入れた穀
物や干し草やその他の飼料を動物肥育に使おうとすれば、商行為と認定し⑦、家畜の餌をすり
つぶしたり、農機類を動かすために水車を設置すれば工業行為とみなしてきている㈹。この結
果、農民は農業人としての税法上の権利を享受するために、経営合理化のための諸方策にた
いして消極的になっている。サルロンは、1928年1月の直接税に関する税務当局の方針を引
用した後で、次のように結論している。「フランスの実定法、判例、行政当局らは、一致し
て、農業にあらゆる近代性を拒絶している（9）。」
　第二に、サルロンは、農業の経済的・社会的特質を、ラミュの言葉を引いてこういう。「農
民であること、それは一つの職業ではない。それは一つの状態である⑪」と。彼は、農業が
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産業の他の部門と同列に論ずることのできない特別の営為であることを、ほのめかしている。
農業とは、人間の永遠不変の必要を充足させるために、人間が死活にかかわる自然の生産に
協力することであるという（11）。「畑や森や村々を占有している何百人もの土地ものは、自分た
ちの必要のみならず、都会もののそれをも満足させるために、生産しているのでなければ、
何をしているというのか？σ2｝」
　そして、フランスの農業経営を雇傭労働者数、経営面積規模、経営様式にそって分析する。
雇傭労働者数に関しては、表1（’3）に明らかなように、全経営の半数以上が純然たる家族経営
（つまり雇傭労働者ゼロ）であり、99％が5人以下の小経営である。経営面積については、1929
年の農業調査のデータに基づいて表2を作成している。50ヘクタール未満の経営が全経営数
の97％、全経営面積の71％をしめることがわかる。さらに経営様式についても、同じデータ
より、自作経営が全経営の74．6％、全経営面積の60％をしめることが明らかになる（14）。
表1　農業経営の雇傭規模別分布　　　　　表2　農業経営の面積規模別分布（％）
経　営　数 規　　　模 経営数 経営面積賃金労働者数
1921年 1926年 1931年 （ヘクタール）
0 1，234，871，327，3191，341，112 0～1
1～10
25．58
47
1．57
20．68
1～5人 1β30，8481，151，221，048，715 10～50 24．54 48．56
6～10人 34，916 27，835 23，885 50～100 2．06 13．26
11～20人 6，613 5，970 3，754 100以上 0．82 15．93
21～50人 1，992 2，086 2，200
51～100人 210 185 240
101～500人 27 21 26
500人以上 0 0 1
合　　　計 2，609，4772，514，6372，421，933
　かくして、フランス農業は本質的に家族労働、小規模経営、および自作経営に基づいてい
る。つまり、フランス農業の基本は家族的自作小経営である。これが統計分析による彼の結
論である。
　第三に、フランス農業のこのような特質を前提にして、いよいよ、フランス農業にとって
何が問題なのかが論じられている。サルロンは、まず、フランス社会の歴史的進化という視
点から現在のフランス農業の特色である家族的自作小経営の位置づけを次のように表現して
いる。「かくして、法と事実、立法者の意志と事物の本性が、フランス農業をある一つの状態
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に固定するべく一致している。即ち、完全に一体化している土地と人間は、世界がこの2世
紀来こうむってきた深い変化に無縁であるような状態に、である」と。しかし彼は、このよ
うなフランス農業の現状を単に嘆いているわけではない。資本主義の発展にとりのこされた
農業が、それ故にこそもつことができたプラスの側面を認めようとしている。彼は農業と商
工業を次のように対比させる、，「問題は、一つの国の中に文明の2つの物質的形式が共存し、
これらが、対立しあい、この対立が激化していることから始まる。……一方には農民。それ
は、彼が所有し彼をつなぎとめている土地に結ばれ、自立し、機械から自由であり、資本か
ら自由である。もう一方には、科学の進歩、工業と金融の進歩、賃金労働者階級、即ち、自
分が創り出したものの奴隷になった人間（15）。」
　しかしながら、現に、農業は資本主義的諸現象に脅かされている。どこで、どういうふう
に脅かされているかが、次に明らかにされる。問題は次のことにある一「農民という状態
は、生産物が売却された瞬間に生産者という職業になる個。」
　サルロンは農民の生産物の主要な買い手である製粉業における集中の実態を、数字をあげ
て示している（17）。表3は1933年における製粉所の製粉能力別分布を示している。製粉能力30
万カンタル以上の極大製粉所が数の上ではわずか0．2％をしめるにすぎないが、全製粉量の
20％を生産している。同様の傾向は、農民が接触する乳業や精糖業など他の食品加工業につ
いても一般的にみられる。サルロンは言う。「昔は、農民は自分の製粉業者、自分の穀物商
人、自分のローカルな買い手、即ち独立商人と接触していた。農民は、これらの人たちと対
等に交渉していたが、今日では、農民は大商社や大加工工場の代理人に対しており、彼はこ
れらの人々の前で孤立しており、無力である（’8）。」
表3　製粉所の能力規模別分布
製　粉　所　数 製　　粉　　量年間製粉能力
（カンタル） 実数 ％ カンタル ％
0～12，000 6413 85．0915，269，587 22．5
12，001～50，000912 12．1021，678，159 31．9
50，001～100，000140 1．86 8，835，743 13．0
100，001～200，00045 0．59 6，290，337 9．2
200，001～300，000 9 0．12 2，082，526 3．ユ
300，000以「 18 0．2413，806，948 203
合　　計 7537 100．0067，957，300 ユ00．0
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　さらに農業を営む上で経営資本の高額化も進んでいる。経営資本の土地資本に対する比重
が高まり、この比重は現在では2分の1から3分の2にまでなっている。農業機械や化学肥
料の使用が進む中で、ここでも農民は独占に脅かされている。「農業は、一方で、土地の生産
物を売るために、ますます強大になる買い手に対峙し、他方で、肥料を手に入れるために、
2、3人しかいない売り手たちと交渉しなければならない側。」
　では、どうあるべきなのか。まず法的問題については、農民に対しては商法の第632条より
も第638条の方を優先適用する（2°）。そうすれば、農業が商業や工業にゆだねてしまった農業関
連活動を農民が自分の手にとり戻すことができる。つまり、農民は動物の肥育に購入飼料も
使うし、生産物の加工にもたずさわることが容易になる。「生産者が自分の生産物に関して最
後まで支配者であることが……絶対的原理として確立されなければならない則」。そうすれ
ば、農民は「現代経済の中にうまくおさまり……フランスの農業文明に明確な進歩を画す
る〔22）」ことができる。
　次に経済社会的問題についてはどうか。ここでサルロンは3とおりの考え方をあげている。
第1が自由主義。問題解決のためにできる限り国家の介入を避け、農民の存在を自然のまま
に放置する。第2はマルクス主義。ここでは工業生産に倣って農業にも高度の科学技術を導
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　ルポラテイスム入するために、農民的行為は廃止されることになる。そして第3が職能組織制度。これは、
農民が体現している精神的かつ社会的価値を保持すべきであるが、同時に、農産物の生産と
加工に最高の科学技術を導入すべきであるという考えに基づいており、「農民的行為と工業的
行為……をっなぐ特別の装置を出現させる」やり方である（23）、という。
　農業問題の解決策を探るにあたってサルロンは、まず、自由主義とマルクス主義を吟味す
る。
　自由主義については、18世紀以後の思想と政策について検討（24）したあとで、彼は自由の絶
対化を否定する。彼は自由主義の極限ではついに自由が消滅するという。「絶対的競争は独占
に到達する。……それは競争の終りであり、自由の死である（25）。」これと同様の趣旨のことを
サルロンは本書の冒頭の序の部分でも述べている。ここでは彼は、そもそも絶対的自由（1iber・
t6　absolu）なるものは存在せず、もしあるとすれば、それは絶対的権力、即ち専制のことで
ある、という。あるのは、具体的な複数の相対的自由（libert6s　relatifs）であるが、これら
が機能できるのは、それらより上位に立つ一つの秩序においてのみであり、この秩序を保証
するのは一つ権力であるという。「どの自由も別の自由の中では一つの限界を見出す。それら
の間の調整と序列化は、それらを保証する一つの権力を前提にする。」この一つの権力が国家
であるが、現在のフランスでは、国家が本来の力を発揮していないため、個々の自由がおし
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つぶされている。したがって、「国家の唯一の使命」は、個々の自由の再配分を行うことであ
る（26）、　という。
　さてサルロンは、次に農業に対する自由主義の功罪を歴史具体的に展開する。自由主義は
自由貿易主義になる。イギリスは世界市場を独占していたが故に自由主義を唱えたが、1846
年に穀物輸入関税を廃止した結果、この国の農業は消滅した（27）。だがイギリスは経済的優位
を失った今、自由貿易主義を放棄しつつあり、かつ、農業についてはその復活をめざしてい
る（28）。これに対してフランスでは、1892年のメリーヌ関税で保護主i義が確立した。が、国内
市場における自由主義が農業に災いした。　「自由主義の所業である商工業における集中が孤
立した農業生産者に害を及ぼしている（29）」からである。集中した商工業を相手にしなければ
ならない生産者にとっては、自由主義の原則である需要と供給の法則はもはや機能していな
い。「買い手は古代の奴隷に対する主人の立場に近い（3の」。
　さらに保護関税についても、第1次大戦後のフランスでは工業と農業の間の関税面での平
等が破棄され、工業のみが優遇されている。このことは統計数字にうかがえる。表4は輸入
価額に対する徴収された関税額の比率の変遷31）、表5は農産物の輸出入の指数の変遷を示し
ている（32）。表4より、戦前はほぼ平等であった関税保護が、戦後は1920年代には工業が農業
に対して136％、1933年には62％も有利であることがわかる。その結果、表5で明らかなよう
に、農産物の入超はとりわけ1930年代に入って急増している。サルロンは1931年11月13日に
アンドレ・タルデュー倒が農学研究所で行った講演から次の一節を引用している。「かなり前
から……交渉において自動車製造業者や工業生産にちょっとした改善を確保しなければなら
ない場合は、農業において何らかの譲歩がなされてきた。われわれは1927年に一連の通商協
定を締結した。……これらの通商協定はたしかに工業のために農業を犠牲にした……（34）。」
　かくてサルロンによれば、自由主義は農業問題を解決する役には立たない。
表4　関税収入の対輸入額比率　　　　　　　　　表5　農産物輸出入指数
1901年一1910年
農 弐」1業
8．56％ 8．23％
1921年一1930年4、55％i10．75％
1933年 10．57％「17，19％
輸入 輸出 輸入超過
1901年一1910年100 100 100
1913年 135 107 170
1921年一1930年139 94 196
1931年 160 86 262
1932年 149 69 251
1933年 149 71 241
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　次にマルクス主義の検討に入る。サルロンにおいては、社会主義を検討するときの基準に
なるのは、常に、農民の小土地所有に基づく農業である。現在（1937年）、社会主義勢力は農
民の小土地所有を承認しているが、これは戦術であるという（35）。そして、19世紀以来の社会
主義思想を略述しながら、そもそも、所有権の廃止を主張し、農民の小土地所有の消滅を宿
命だとする社会主義による理想社会構想には、農業の場所が設定されていないという㈹。さ
らに、1936年6月以来の人民戦線政府の政策がいかに農業の実態に即していないかを、例を
あげて論じている（37｝。最後にソ連邦の経験も引きながら（38）、サルロンは、社会主義の政策は
工業化の推進であり、農業に関しては、農民の小土地所有の消滅による農業のいわば工業化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　エタテイステイツクを目ざしており、この政策のすすめ方は国家管理主義的であると断じている（39）。したがって
当然、社会主義は農業問題を解決しない。
H　職能組織化による解決
　自由主義もマルクス主義もその解決の役に立たない農業問題を解決するのが、職能組織化
である。まず前提として、サルロンは、第一に農業の家族的小経営（4°）の正当化から始める。
　家族的小経営が論じられるとき、きまって、その経済的価値と社会的価値が対立させられ
ているが、サルロンによれば、社会的価値はいうにおよばず、経済的価値もあるという（41）。
その理由は、第1に、多角経営であるが故に経済恐慌に耐えうる点。第2に、工業のために
国内市場を形成する点。第3に、外国からの移民の吸収を容易にする点。第4に、輸出向け
農産物（たとえばワイン、果物、チーズ）の個性を育成する点、である（42）。
　こうして、サルロンは、家族的農民小経営が社会的にも経済的にもすぐれており、このす
ぐれた小農経営を保持するのに適しているのが職能組織の体制だとの結論に導くのであ
る（43）。
　第二に、ファシスト独裁下のイタリアで⑭、職能組織体制がいかに本来あるべき姿から外
れているかを説く。ムソリー二の演説と、ジョルジュ・デル’ヴェッキオの著作（45）から引用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コルポラシオンしながら、職能組織体制の本性を抽象的に追究している。「イタリアの職能組織がまさしく
エタテイステイク　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘ　ヘ　へ国家管理的であることは間違いない。これは独裁的政府の帰結である㈲」。だが、「あらゆる
職能組織体制の内在的本性……は、本質的に自律性にある（47）」。サルロンは、歴史的事実とし
ての国家と職能組織との関係の例を3つあげる。第1は、フランス革命の場合で、そこでは、
国家が職能組織を支配してそれを破壊した。第2は、ロシア革命の場合で、そこでは、国家
を麻痺させるか、自らが国家になることによって、職能組織が国家を支配している。第3は、
イタリア革命の場合で、国家が職能組織を服従させようとして、それを吸収している（48）。い
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ずれの場合も、サルロンの目ざす本来の関係ではない。職能組織は、政治からも、国家から
も、独立しているべきである。
　第三に、真の職能組織体制の定義に入る。サルロンは、主として、個人主義（49）と国家管理
主義に比較対照させながら、国家との関係に重点をおいて、定義する（5°1。まず、国家につい
ての3つの概念と、その下での結社（association）のあり方を設定している。第1の概念は
「国家は諸個人の単純な集合体であり、その最高権力（souverainete）は、社会契約のような
フィクションによって諸個人から引き出している、と考えるもの」。ここでは「結社は、法か
国家の承認を条件として、契約によってのみ認められる」。第2は「国家は、個人の権利は勿
論、あらゆる権利がそこから流れ出てくる第一義的事実（fajt　premler）である……と考え
る」。ここでは「結社は……国家の権力の委託によってのみ認められる」。第3は「国家を、
その序列の中で独自の1つの事実として考える。つまり、その最高権力は、個人やその他の
委託によって受取っているのではない。（国家は一引用者）この最高権力の中に限定されて
いるのである」。ここでは「さまざまな体制が誕生しうる」。
　第1の国家概念は個人主義に、第2の国家概念は国家管理主義に対応している。そして、
第3の概念が職能組織主義に対応しているというわけである。
　次に、職能組織がもつ権力については、最高権力と権限（compεtence）の関係によって説
明される。職能組織体制における国家とは最高権力者ではあるが、最高権力しかもっていな
い。この最高権力者たる国家は個々の権限を自ら行使することはできない。個々の権限は委
託されることによって初めて実現される。だが最高権力そのものは決して委託され得ない。
サルロンは次のようにいう。「国家だけが最高権力をもつ。しかし国家は権限をもたない。何
故ならば、多くのさまざまな複数の権限があるからである。……国家は職能組織の権限を承
認することによって、その経済的諸活動を裁可する⑪」。「国家の最高権力は委託されない。
それは委託できるものではないからである。だが、最高権力は、いわば権限が認められるた
びに現われる。……権限は、もし国家がそれを認めるために介入しなければ決して実現され
ることのない潜在的なものでしかない（52）。」フランスの現行の実定法の体系の下では、職能
組織は法人として設立される。
　最後にサルロンは、再び、職能組織体制は、個人主義からも国家管理主義からも同じくら
い距離iがあることを強調している。
　第四に、農業と職能組織体制の関係が論じられている。
　まず、これまでの歴史において、国家以外の自然発生的集団の構成原理として、地域的つ
ながりによるか、経済的活動の共通1生、つまり職能的なつながりによるかの2つが存在した
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が、農業においては前者であり、商業においては後者であったという。そこで、これまで地
域的つながりによる「現象」であった農業が職能的「現象」になりうるか、また、なるのが
望ましいか、とサルロンは問う（53）。
　さて、農業の現状は、前述した通り、小経営が主体であり、かつ、農民は分散している。
その結果、商工業における雇主や労働者の団結の前では無力である。農民を保護する必要が
生じるが、その役目を果しているのが国会議員たちである（54）。しかし議会制度は、行動の遅
さと権限のなさによって、行政権力や労働組合運動に比べて著しく権威が低下しているため
に、この保護は不十分である。その上、国家レベルでの立法による介入（これまで、関税保
護、免税措置、助成金交付のみ）は一般的なものでしかありえない倒。国家レベルで国会が
果した役割を、地方レベルでは地域の名士たちが果した。しかし、これらすべての試みも十
分ではなかったし、今後ますます十分でなくなるだろう。サルロンは、その理由を、農業を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘ　　　へとりまく経済的環境が変化したからだという。「何世紀もの間、一つの状態であった農業が一
つの職業になった。何世紀もの間、一つの生活様式であった農業が一つの経済活動になっ
た（56）」と。
　ここで再びサルロンは、農業における職業上の特徴を列挙している。「職業的活動は他の諸
活動（家族的、宗教的、市民的諸活動）と異なるのに、……農業においては、すべての活動
が一緒くたになっている。……都市には何千もの職業があり、職業という観念が生まれ、分
離する。……農村には農村人しかいない。そこでは……職業的行為を隔離するのが難しい。
　・1人の靴屋は靴屋でしかない。農民は小麦、オート麦、砂糖大根、野菜、等々の生産者
である……（5η」。彼は、農民が経済的活動のつながりによってのみ集団を形成することの困難
を詳述している。にもかかわらず、農民は現在、経済的観点に立って組織化しなければ、集
中の進んだ商工業に立ち向うことができないのである。いわば、このような矛盾に陥ってい
る農業にこそ、サルロンは、職能組織体制が必要であるという。
皿　職能組織の具体像
　まず、サルロンは、現在活動中の諸組織を「前職能組織的枠組」（cadres　pr6corporatifs）
として、とりあげている。それらは、「職能組織体制の下で必要な修正を受ければ、完全な発
展をとげるであろう（58）」という。それらは、19世紀末以来の農業サンディカ（syndicats
agricoles）、20世紀初以来の農業共済組合（mutuelles　agricoles）（たとえば火災保険、労災
保険、電保険、家畜死亡保険など）、19世紀以来存在したが主として1920年の法律に基づいて
急増している協同組合（coop6ratives）（共同購入、農産物の共同販売・加工・貯蔵、農機類
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共同利用、農業信用）、1924年以後の専別組合（associations　sp6cialis奄es）（小麦、牛乳、砂
糖大根、食肉、シードル用果物、亜麻と大麻、じゃがいも、等々の生産物別の生産者団体）、
1924年の法律に基づく農業会議所（chambres　d’agriculture）である。サルロンはこれらの活
動内容を組織の数、種類、取引量、取引金額、資本金、等々の客観的データに依拠しながら
略述している（59｝。
　次に、職能組織に期待しうる機能と効能を示すために、社会的問題解決における労使調停
委員会（commissions　paritaires）と、経済的問題解決における小麦職業間委員会（colnit6
interprofessionnel　du　bl6）という2っの実例をあげて、それらの活動をきわめて具体的かつ
詳細に述べている。
　第1の例は、フランス北西部ブルターニュ地方における私的イニシアティヴによる労使調
停委員会の活動である。この委員会は、フィニステール県とコート・デュ・ノール県の農業
サンディカ連合（Union　des　Syndicats　Agricoles　du　Fin輌stere　et　des　C6tes－du－Nord）が
両県に設けたもので、1926年には、地主と定期小作農の間の、1936年には農業経営者と労働
者の間の問題解決をめざしていた。
　1926年の定期小作制をめぐる問題は次のようにまとめることができる。1920年代における
貨幣価値の急変の結果、地主が小作期間を長期に設定したがらず、このことが小作農経営の
不安定の源になっていた。また同じ理由から、小作料の基準についても決着がつかない。さ
らに小作農の側は、土地・経営の改良部分に対する補償要求と耕作権の主張をしていた（6°）。
調停委員会ではこれらの問題について多角的に調査した上で、一っの定期小作契約モデルを
作成した。たとえば、貨幣価値の変動にも耐えうる小作料の設定に関しては次のような方式
が提示される。1914年の小作料から30％控除したものを基準とする。この金額を当時の農産
物価格表を基に主要農産物の量目に換算し、この量目を、現在の価格表によって再び金額に
換算し、それが小作料金額になる（61）。
　その他の問題に関しても、小作経営の実態に即した方式を提示することに成功して、地主、
小作農の双方が納得できる契約書モデルが実現される。サルロンは、少なくともおよそ100件
の契約がこのモデルを採用したという（62）。
　彼がここで強調していることは、議会における審議よりも、職能組織レベルにおける解決
法の方が効果的であるということである。たとえば、1928年に小作料に関する法案が下院で
可決されたが上院では可決されずペンディングのままであり、耕作権や土地改良分の補償に
ついては1937年に法案が提出されたままで審議されていない（63）。「職能組織による解決が
……卓越していることが明らかにされた。それは……議会の無能を補った。……農業サンデイ
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力連合の調停委員会の仕事は立法機関のあらゆる行為よりもすぐれていると、われわれは公
明正大にいうことができる（64）」とサルロンは述べている。
　／936年の労使調停委員会は農業経営者（雇主）と農業労働者の問の問題解決をめざした。
賃金や労働条件（住居、食事、現物支給の内容、有給休暇、労働時間、等々）に関して、双
方（委員会を構成する10人ずつの代表）が意見を出しあいながら、最終的に労働契約書のモ
デルを作成することになる。
　賃金については、年間を通じて固定した金額という原則が満場一致で決定される㈹。金額
算定は、消費生産物の価格（すなわち労働者の生活費）と農産物の価格（雇主の収入の基礎
になる）という2つの要因を考慮して基準を定め、さらに毎年、調停委員会がそれぞれの要
因における値上がりと値下がりの指標を勘案し、修正を施して決定する。ただし全地域にっ
いて画一ではなく、地域ごとの特徴を生かして決める㈹。
　有給休暇は、1936年6月20日の法律と9月26日の政令によって1年15日間、連続して7日
間が義務づけられることになったのであるが、1年15日間を分散してとれるように当局に要
求を出すことになった（6η。
　労働時間は冬季（11－－1月）、春秋期（2－5月、9－10月）、夏期（6－8月）の3つに
区分して、冬季は5時30分から18時まで、春秋期は5時30分から19時まで、夏期は5時30分
から20時までとし、それぞれ昼休み1時間を設けることに満場一致で決まった（68）。
　労働条件に関してサルロンは、農業における労使関係の特殊性に基づく独特の論理を展開
している。小経営地方においては農業労働者を工業労働者の境遇と比較しえない、という。
「ブルターニュでは、ことばの法的意味におけ賃金労働者はかなりいる。だがそれは……経済
的社会的意味における『プロレタリアート』ではない（69）」。農業労働者は、通常「作男」（domesti－
que　de　ferme）として存在しているが、かれらは農業経営者の息子であり、ゆくゆくは自分
自身が農業経営者になるはずである。つまり、ここで賃金労働者とは、農家の子弟が独立す
るまでの一定期間を経過的に体験する状態にすぎないのであり、永続的ではないが故に決し
てプロレタリアートという社会階級ではありえない。かれらは作男として雇主たる農業経営
者と同居し、ともに食事をして、一緒に畑で働く。労働者は「かれらに賃金を支払っている
雇主や、ましてや家族の労働にしか頼っていない農業経営者と……非常に異なった生活をし
てはいるわけではない（7°）」。したがって、経済活動を労働者と資本家の2つの階級に単純化す
る考え方に立って、有給休暇や労働時間を一律に定めた社会立法は農業の実情にまったく
合っていない。たとえば雇主とともに暮らしている農業労働者にとって、7日連続の有給休
暇の強制は、もしこの期間中、彼が雇主の家で何もせず残っているとすれば、「この休暇は理
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論上のものでしかないσu」。また農村での労働のリズムは工場とは比較しえないし、人々の活
動時間の中で労働の部分と生活の部分の区別は不可能である。　「労働と生活は混ざり合って
おり」、「活動時間は……日の出から日の入りまで」であるσ2）。かくてここでも、議会におけ
る立法行為は的外れだということになろう。
　サルロンのあげる第2の実例は1931年から1936年まで機能した「小麦輸入管理職業間委員
会」（ComitεInterprofessionnel　du　Contrδle　des　Importations　du　B16）である。恐慌の影
響で小麦の世界相場が急落したため、世界相場とフランス国内相場の間に格差が生じ、国内
価格を維持するためにフランス国内市場を外国から保護する必要が生じた。まず考え出され
た対策は、製粉業者に対して国産小麦を一定割合で使用強制することであり、そのために、
輸入許可証制度が実施された。サルロンは1931年11月10日の政令と省令の条文にそってこの
委員会の構造を明らかにする。
　外国小麦の輸入に際しては輸入量と輸入業者名を明記した輸入許可証を税関に提示するこ
とが義務づけられる。この輸入許可証は農業省の責任で発行されるが、申請の窓口になるの
は小麦輸入管理職業間委員会である。同委員会は、農業省の諮問機関である小麦許可証委員
会（Commission　des　permis　d’importation）に輸入許可証の申請書の審査をゆだねる。こ
の委員会は、農業省の局長（委員長）、同省の総検査官1人、予算省の代表1人、商業省の代
表1人、小麦輸入管理委員会の代表3人から成る。この委員会の諮問をうけて小麦輸入管理
委員会が輸入許可証を発行する（73）。つまり小麦輸入管理職業間委員会は農業省の小麦輸入許
可証委員会の管理下で1931年11月10日の政令をいわば執行する機関である。
　サルロンは、この小麦輸入管理委員会こそ事実上の職能組織機関であるという。1931年11
月9日の定款によれば〔74）、それは「小麦生産者一般組合」（Association　G6nerale　des
Producteurs　de　B】6）と「フランス製粉業全国組合」（Associatlon　Nationale　de　la　Meunerie
Frangaise）と「フランス穀物等商人組合連盟」（F6d6ration　FranCaise　des　Syndicats　des
Marchands　de　Grains　et　Graines　de　Semences，　C6r6ales，　D6riv6s　et　Produits　du　Sol）の
3団体の代表から構成され、1901年の団体法に基づく1団体（association）として発足し
た。目的は、それが代表している諸団体の一般的な経済的利害の防衛であるが、「特に外国小
麦の輸入の管理に関する諸問題の解決を助ける仕事をする。したがってこのために、公権力
と関係を保ち、講じるべきと思われる処置を提案し……要請をうけて法律や規制の実施に協
力する」（第3条）となっている㈹。
　サルロンによれば、その特徴は、（1倭員会の構成3団体に直接加入していなくても、それ
らが代表している職業を行うすべての組織と個人に、この委員会の仕事の恩恵が及ぶこと、
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（2）年会費は各団体100フランと明記してあるが、この他に法律に基づく各種分担金があるため
に、この団体の収入源はいわば税（taxe）の本質をもつこと、（3）目的が定款によってのみな
らず法令によって限定されていること、の3点にあり、このような団体は「通常の団体でな
いのみならず、公共性をもつ団体ですらない㈹」。さらに彼はこう続けている。「少なくとも
フランスの現行法の下でそれらに与えうる名称は……公共機関（6rablissement　public）であ
る。いつの日か、それを職能組織機関（organe　corporatif）と真の名称で呼ぶことができる
であろう（7η」と。
　またサルロンは、小麦輸入許可証委員会と小麦輸入管理職業間委員会が法的には完全に別
のものでありながら、実際の活動面では、まったく一体化していた点に注目する。彼はいう。
「これは2つのカテゴリーの権限の結合である。ただし職業団体の庇護の下で、職業団体の負
担で、職業団体の手法を使ってである。要するに弾力的で責任を果たしうる一つの制度、一
つの機関が機能する可能性がある（78）」と。
　小麦管理職業間委員会は、1931－1932年度の国内小麦相場を149－166フランに維持するこ
とに成功した（世界相場は最低48フランまで下がった）（79）。以後、恐慌の進化に伴って、こ
の委員会には次々と新たな任務が加わった。1932年の2月の政令によって小麦粉とライ麦の
輸入の管理（8°）、9月には大麦と糠の輸入割当の管理（81）、11月には仮輸入小麦の管理、1932年
末から1933年初にはその他の農産物の輸入割当の管理、さらに1933年7月の法律に基づいて
まず7月に国産小麦の輸出の実現（83）、次いで1934年7月に小麦の貯蔵、小麦の次年度への持
越し、用途変更の管理が、この委員会にゆだねられた（84）。サルロンは、小麦の貯蔵や次年度
への持越し、用途変更についてこう述べている。「農業省が自ら無能を認め、それらの仕事を
小麦輸入管理委員会にまかせた㈹」のである。「小麦輸入管理委員会がなかったなら、持ち越
された1933年度の小麦と貯蔵された1934年度の小麦の清算は全く不可能であった（86）」。
　最後にサルロンは、同委員会の5年間の活動実績を数字によって示し（87）、「かりに行政がそ
れを執行する任にあったとするなら未曾有の混乱をひきおこしていたであろう規制を、持続
的でいわば気軽なものにした（88）」と、その役割を高く評価している。
N　サルロンの結論
　サルロンは、その結論部分において、将来の農業における職能組織体制の実現を射程にお
いて、より現実的な議論を展開している。
　まず、農業の組織化はあらゆる形の進歩が強制するものである、という。この進歩の1っ
は、商工業の集中、つまり資本主義の進歩であり、もう1つは、科学技術における進歩であ
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る。いわば、この意味で組織化は時代の要請、必然である。
　だが、農業の組織化とは、農民の組織化であるべきである。彼はそれを次のように表現す
る。「資本の結合が工業、商業、銀行で実現していることを、農業においては、人間の結合が
実現する側」と。しかも、この組織化は、職業レベルでなされるべきである。何故なら、工
業とは異なって、「農業では、職業の統一性（unit6）が確かであり、階級現象によって、資本
と労働に2分されていない鍋」からである。
　さて職能組織と現行の職業的団体の違いは何か。それは「構成員の結合の意志が、国家に
よる権限の認可によつて追認される」点に、あるいは「（職能組織が）構成員や選挙人から委
託されて握る権力が、絶対権力者でなく最高権力者たることが望まれる国家から委託されて
受け取る権力によって、増やされる｛91｝」点にある。
　フランス革命前の職能組織との違いについては、旧体制下のそれは「人間に対して閉鎖的
でありすぎた」点が問題であり〔92）、目ざすべき職能組織は、開放的であるべきだとしてい
る。ただし、どんな活動も勝手にさせる自由主義の誤りは避けるべきで、「人間に関して開放
的権利、行為に関して閉鎖的権利、それが職能組織の権利であるべきだ鮒」といっている。
　職能組織の構造についてのサルロンの主張は概略次の通りである（94｝。職能組織は基礎部分
と中間段階と最終的な国家レベルのものの3つから成る。基礎部分は、農民の狭い空間的・
領域的きずなに基づく団体である。法律の修正は要するが、現在あるコミューンのレベルの
団体がそのまま存続することになる。中間段階は地方的職能組織（corporation　r6gionale）
である。サルロンは、最も歴史の古いロワール・エ・シェール県の農業サンディカにおける
1934年1月20日の定款改正後の理事会の構成を例に引いている（95）。30人からなる理事会のう
ち24人は、小郡（canton）から1人つつ選ばれ、残る6人は各種の共同組合、共済組合、な
ど6団体の代表によって構成される。いわばこの例を示しながら、サルロンは「地方」の範
囲は、いずれ画定しなければならないが、地方的職能組織は、領域的きずなに基づく団体の
代表と経済的活動の共通性に基づく団体の代表から成る、としている。現在ある農業サン
ディカの地方連合や農業会議所は姿を消すことになる。国家レベルのものは、全国職能組織
（corporation　nationale）ということになるが、これは地方職能組織の代表から成る諮問機関
として構想されている。
　以上3つのレベルのうちでも地方的職能組織こそが職能組織体制の本質である、とサルロ
ンはいう。彼はこの地方的組織について、それは諮問的であるのみならず、「規範の創造者で
あるべき」だし、「固有の法をつくるべき」だし「職能的活動を管理すべき㈹」であるとす
る。
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　サルロンはまた、この地方職能組織を、フランスの行政思想の2つの潮流、中央集権的潮
流と地方分権的潮流の中に位置づける。2つの潮流は相互補完的であるが、「農業的フランス
の中軸に地方職能組織をすえることによって……双方に満足を与えるであろう」。「地方職能
組織は……国家の専制を防ぐ城壁であり、かっ、自由主義の無秩序を防ぐ城壁でもあるので、
私的イニシアティヴと競争に一つの限界を設けることによって、それらを助長するであろう。
……同時に、本来国家の任務ではないが故にうまく遂行することができない任務を、国家か
ら肩代りすることになろう（9η。」
　職能組織の権限はサンディカリスムがかかわっている職業教育や職業訓練（衛生管理、農
地維持管理）、保険、貯蓄、経済的規制等々のすべてにわたっている。したがって、彼はこう
記している。「今日それに賦与されている諸権利によって、サンディカリスムは将来の職能組
織の諸義務を告知している（98｝」。
　最後に職能組織体制の実現の可能性に関してサルロンは「われわれは、旧套墨守も秩序破
壊も望んでいない」と述べ、職能組織体制がまったく新しい何かをつくろうとしているので
はなく、現在あるものをそれにふさわしい枠組に組みかえるだけであるという。「一千年にわ
たって農民経営において形成されてきたものとごく最近経験的に農業組織において形成され
てきたものは、それに好意的な制度的枠組を受け取るべきである（99）」、「何が問題なのか？シ
ステムを、理論を、計画を考え出すことかP全然ちがう。問題は存在しているものの法律を
発布することである。これ以上単純なことはありえないであろう（1°°）」と。
おわりに
　以上よりサルロンの農業の職能組織論の特徴を整理しておこう。
　第1に、彼の職能組織論は当時の政治状況を抜きには考えられない。それは第1次大戦後
の農業政策を特に厳しく批判しているという点では、一定の政治的意味をもっている。しか
し職能組織論には政権構想がない、という点では非政治的である。
　国家の承認の下で発足し、国家から権限を委託された（その結果、具体的には行政の末端
の一部を担当する）職能組織が政治の場に直接乗り出すことはない。国家は職能組織の大前
提になっている。だが、この国家そのものの形相（具体的な制度や構造）にいては、十分に
は論じられていない。
　議会制度に関しても、現状の不十分さが強調されてはいるが、その価値の全面否定、した
がって、その廃止は唱えられていない。職能組織はいわば次元の異なるものであり、それ故、
それにとって代わるべきものと考えられてはいない。政治制度である議会制度に対して、職
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能組織は基本的に社会的・経済的制度であるといえよう。明確に述べられてはいないが、む
しろ、政治制度たる議会制度が必然的に有する限界を補完するものとして位置づけられるの
ではなかろうか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エ　タ　テ　イ　ス　ム　第2に思想的には、自由主義、そしてその基盤である個人主義からも、国家管理主義から
も、距離を保っている。職能組織体制の基礎は個人ではなく集団である。個人を代表するも
のではなく集団の代表によって構成されている。また繰り返し、国家との関係が説かれてい
るが、職能組織の前提になる国家は、最高権力者ではあるが絶対権力者ではない。中央集権
的専制国家はサルロンによって常に否定されている。国家は最高権力そのものであり、この
最高権力は本質的に委託され得ない。最高権力は、あらゆる権限をもつ絶対権力（専制君主
や国家管理主義における国家）とは区別される。最高権力たる国家は、個々の具体的な権限
をもたない。権限の源は国家にあるが、国家においては潜在化しており、国家によって具体
的機関に委託され行使されることによって、権限は初めて実現される。したがって、職能組
織は、国家から権限を委託されて、自律的に行動する。職能組織は、国家からの権限の委託
と個人からの権限の委託という二重の委託によって、自由なイニシアティヴを発揮すること
ができるのである。
　第3に、職能組織論は、現実の具体的な経験の積み重ねの中から生まれてきたものである。
この具体的経験は多数あるが、とりわけ次の3つが重要と思われる。まず、19世紀以来の農
業サンディカの各種の運動、また、その地域レベルの連合における問題解決能力を示す行動
である。次に、その活動内容は詳細に述べられてはいないが、1920年代に入って新たに誕生
した専別組合の果たした役割である。小麦もオート麦も砂糖大根も野菜もつくる農民の場合
には、工業と異なり、個別の生産物の経済的視点に立った組織化は難しいはずであったが、
実際には砂糖大根生産者総同盟（1921年創設）、小麦生産者一般組合（1924年）、食肉生産者
一般組合（1924年）、牛乳生産者一般組合（1924年）などの専別組合が結成され、それらはと
くに1930年代の危機的状況の中で大きな役割を果たしていた。最後に、1929年の世界恐慌の
余波を受けたいわば極限状況の下で設立された「小麦輸入管理職業間委員会」の5年間の具
体的な経験である。同委員会の果たすべき任務は、恐慌の進化に伴って一つまた一っと現実
の必要に迫られながらっけ加えられていった。小麦生産者一般組合がこの委員会のメンバー
となり、重要な役割を果た〔、た。
　これらのきわめて具体的な経験がいわばモデルになって、サルロンにおいて職能組織の機
能と役割が組み立てられたということができる。
　第4の特徴は職能組織体制の目的である。
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　農業の工業化によって失われる価値を惜しむ視角がみえる。小土地所有に基づく小経営は、
守られるべき大きな価値を有する生活様式でもある。農業は、農民の職業であると同時に農
民の生活そのものであるべきである。しかし、小経営は生産力の観点からは明らかに否定さ
れる。そこで、農業の工業化ではなくて、それと同じ効果をもつ別の方法がないのか、と問
うのである。経済的な経営体の意味のみをもつ農業経営ではなく、生活様式としての農業経
営でありつづけながら、しかも生産力を高め、農業の特質を残したままで、資本主義的集中・
独占の進む現代社会の中で、それに対抗し、それと同じ力をもちうるにはどうすれば良いの
か。農業自らにおいて集中・独占の道を進めることは即ち、農業の工業化である。そうしな
いでそれと同じ力を持つためには、を探った結果、唯一の方法が農業（それは同時に農民で
もある）の職能組織化の方法であった。集中・独占の方法によらずに集中・独占と同じ生産
力水準に到達できること、集中・独占に十分対抗しうること、それが目的であった。
　農業の職能組織論は以上のような特徴をもっていると思われるが、最後に問題が残されて
いる。ルイ・サルロンの職能組織論のいわば前提をなし論拠をもなしているのは小規模家族
経営であるが、1930年代の農業世界で新たに大きな役割を果たすようになってきた生産者専
別組合（なかでも「小麦生産者一般組合」「砂糖大根生産者総同盟」）の基盤は、フランス北
部、パリ周辺の、むしろ大規模農業経営ではなかったという点である。この意味で、これら
専別組合と農業職能組織論との関係が今後の課題になろう。
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